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１．はじめに 

日本における建設投資は 2020 年度に民間・公共を合わ

せて約 63 兆円であり，建設投資が大幅に減少した 2010

年度の約 42 兆円から大きく増加し，回復の傾向にある 1)．

一方，建設業における人材は，生産年齢人口の減少等に

より，建設技術者と建設技能工の人材不足が進んでいる． 

人口減少と生産年齢人口の減少に直面している日本で

は，様々な産業において人材不足や人材の多様性等への

対応が求められる．その対応の一つとして，留学生の積

極的な受け入れや外国人材受け入れの政策が講じられて

いる．その結果，建設業における外国人材数が増加傾向

にある．一方，海外出身技術者や技能工たちにとって，異

国の慣れない環境での実務における不安や疑問，企業に

おけるキャリアパスが見えない等の課題が多く，モチベ

ーション低下や定着できないという実態もある． 

本調査研究では，日本における留学生の受入状況や国

内での就職率の課題，建設業における海外出身技術者の

受入状況や課題，技術者たちが企業内で直面している壁

等に関する調査を開始した．本稿では，その背景や実施

方法等について報告する． 

２．留学生の受入状況および日本での就職率 

前述のように人材不足やグローバル戦略展開等の一環

として，日本は留学生を積極的に受け入れ，2019 年に目

標値である 30 万人を超えた．その後，コロナ感染症によ

って 2020 年に減少したものの，感染症が落ち着いた後，

留学生の人数は再び増加すると予想される（図－1）． 

 
出典：JASSO のデータを基に作成 2) 

図－1 近年10年間の留学生数の推移 

一方，留学生の人数が 30 万人を超えた 2019 年におけ

る，私費留学生の卒業後の進路希望と国内就職率を見る

と，55%の私費留学生が日本での就職を希望したものの，

実際の国内での就職率は約 37%に留まっており，希望と

の隔たりが見られる（図－2）．また，2021 年に実施され

た日本で働く外国人材の定着率を見ると，約 3 割の外国

人材が入社後 1 年未満で離職を経験している（図－3）． 

 
出典：JASSO のデータを基に作成 3) 

図－2 私費留学生の卒業後進路希望と国内就職率 

(2019 年） 

 
出典：未来人材 経済産業省 4) 

図－3 外国人材の入社後1年未満の離職経験 

（全産業，2021 年調査） 

３．建設業における外国人材数の推移 

建設業を取り巻く環境の変化として，東京オリンピッ

ク・パラリンピック関連施設の整備等による一時的な建

設需要増大に対応するため，2015 年に「外国人建設就労

者受入事業」が開始され（2022 年度をもって終了予定），

また，2019 年度に「特定技能外国人制度」が開始された．

これらの取組みによって，技能実習生や建設就労者等の

労働者数は 2015 年から，専門的・技術的分野等の技術者
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数は 2016 年から大きく増加している（図－4）．その結果，

建設業における外国人材数は 2011 年の約 1.3 万人から

2020 年に約 11.1 万人へ 8 倍以上増加し，全産業の外国人

材総数に占める比率も 1.87%から 6.63%へ増加している． 

この傾向は，今後も続くと考えられ，建設業界では言

語取得のサポート，資格制度や海外出身技術者のキャリ

アパスの構築等，受入環境の整備が急がれる． 

 

 
「建設分野における外国人材受け入れ」国土交通省をベースに作成 5) 

図－4 近年10年間の外国人材数の推移 

４．土木学会の対応および研究小委員会の設立 

土木学会は，ダイバーシティ推進の一環として「海外

出身技術者の交流，活動の場を提供する」ことを同学会

の次期中期計画(JSCE2020)に挙げ，ゼネコン，コンサル，

大学や研究機関等の海外出身技術者を対象に，勉強会

やワーキンググループ等の活動を企画している． 

その一環として，土木学会コンサルタント委員会は，

2021 年 7 月にグローバルシビルエンジニア研究小委員

会を設立した．その設立の目的は以下のとおりである． 

(1) 建設業における企業の海外出身技術者の受入状況

や企業側の課題等の把握 

(2) 海外出身技術者が日本の企業で活躍する上で直面

している壁や制度上の課題等の抽出 

(3) 学会のメリットを活かし，企業に所属する海外出

身技術者の活動の場の創出 

(4) 海外出身技術者や建設分野で学んでいる留学生を

対象とした支援プログラムの立案や実施 等 

当研究小委員会はコンサル，ゼネコン，大学，土木学

会国際センターに所属する海外出身・日本出身技術者/

職員の 13 名で構成される．また，各種調査や建設業界

への情報発信を目的に同研究小委員会内にアンケート

調査 W.G.，インタビュー調査 W.G.，イベント計画 W.G. 

を立ち上げ，関連調査やイベント企画を実施している． 

５．調査の実施方法 

本小委員会は，①企業を対象に，海外出身技術者の受

入状況や課題等を把握するためのアンケート調査，②

海外出身技術者を対象に，就職活動時や就職後（職場へ

入った後）に直面した課題等を把握するためのインタ

ビュー調査を 2021 年 9 月～12 月にかけて実施した． 

アンケート調査の流れを図－5 に，アンケートの構成

を図－6に示す．設問数は副設問を含めて 18問であり，

主に海外出身技術者の採用実績，企業側/技術者側で直

面している課題，受け入れ/定着に関する懸念事項，必

要な支援策やキャリアパス等に関するものである． 

 

図－5 アンケート調査の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 アンケートの構成 

６．おわりに 

本稿では，当該調査の「その１」として建設業におけ

る海外出身技術者の受入現状や課題，研究小委員会の

設立や調査方法等について述べた．「その２」および「そ

の３」にて，それぞれ「アンケート調査結果」および「イ

ンタビュー調査結果」について報告する予定である． 

参考文献 

1) 建設業ハンドブック，（社）日本建設業連合会，2021 
2) 2020 年度外国人留学生在籍状況調査結果結果，（独）

日本学生支援機構，2021 
3) 令和元年度私費外国人留学生生活実態調査，（独）

日本学生支援機構，2021 
4) 未来人材，経済産業省，2022 

5) 建設分野における外国人材の受入，国土交通省，

2021 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

1,800,000

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

外
国

人
材

数
(建

設
業

)

外
国

人
材

数
(全

産
業

)

全産業
建設業
①+②+③人数**
④+⑤人数***

課
題
の
設
定

アンケート調査

企
画

実
査

集
計
・
分
析

有
益
な
情
報
の
抽
出

取
り
ま
と
め/

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

必要に応じて企業
へインタビュー

ア
ン
ケ
ー
ト
構
成

** 建設業における ①技能実習生，②外国人建設就労者，③特定技能外国人 

*** 建設業における ④専門的・技術的分野，⑤定住者，永住者等在留資格者 

CS4-01 令和4年度土木学会全国大会第77回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - CS4-01 -


